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総務文教常任委員長報告 

（H31.3.25） 

 総務文教常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概要と、その  

結果を報告いたします。 

 まず、第４２号議案、亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正は、

働き方改革を推進するための関係法令の整備に伴い、官民均衡を図るため、必要な

規定を定めるものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決す

べきものと決定しました。 

 次に、第４３号議案、亀岡市立幼稚園条例の一部改正は、生活保護法による被保

護世帯に準じる程度に困窮していると認められる世帯を保育料の減額対象とするも

のであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定

しました。 

 次に、第４４号議案、亀岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正は、放課後児童支援員の基礎資格として、専門職大学の

前期課程を修了した者を加えるものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員を

もって原案可決すべきものと決定しました。 

 次に、第４５号議案、亀岡市教育集会所条例の一部改正は、市民が広く使用でき

るよう松熊教育集会所に貸館機能を追加することに伴い、使用料等の規定を設ける

ものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決
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定しました。 

 次に、第５２号議案、亀岡市交流会館条例の一部改正は、キャンプサイトの設置

に伴い、使用料等の規定を設けるものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員

をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 次に、第５６号議案、東別院グラウンドに係る指定管理者の指定については、施

設の管理について、指定管理者を指定するものであり、別段異論なく、採決の結果

は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 次に、第５８号議案、損害賠償額の決定については、平成３０年９月の台風２１

号に伴う消防団活動において生じた事故に係る損害賠償額の決定について、地方自

治法の規定により、議会の議決を求めるものであります。 

 別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

  

以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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総務文教常任委員会視察検討資料

分野 № 都道府県 自治体名 人口 取り組み事例 データ元 備　考

行財政改革 1 山口県 周南市 144,430

「公共施設再配置の取り組み」
　全国の地方公共団体において公共施設の老朽化が深刻な問題となる中で、平成２７年８月に、
公共施設配置の基本的な考え方や方向性、整備方針等について示した「周南市公共施設再配置計
画」を策定し、「地域別計画」「施設分離別計画」「長期修繕計画」「長寿命化計画」の４つの
アクションプランに基づき、公共施設の老朽化問題の解消に取り組んでいる。公共施設情報の一
元管理を行うとともに、当該計画を市民の皆さんに広く知っていただくため、マンがを活用した
啓発も行っている。

行財政改革 2 神奈川県 秦野市 161,850

「公共施設再配置推進事業」
「公共施設の再配置に関する方針」（平成２２年１０月）に基づき公共施設の再配置を進める。
　施設更新の優先度について、「義務教育」「子育て支援」「行政事務スペース」の機能を最優
先とする一方で、４０年をかけて更新対象となる施設面積の約３１％を削減する数値目標を設定
している。

２７年版施策集

移住・定住 3 大分県 豊後高田市 23,019

「移住・定住支援事業」
　豊後高田市は、「住みたい田舎」（（株）宝島社「田舎暮らしの本」における１０万人未満の
小さなまち部門）のベストランキングで、６年連続ベスト３を達成された。
　多種多様な移住・定住の支援策を実施するとともに、「定住ガイドブック」を通じてＰＲを行
う。

移住・定住 4 山口県 防府市 117,460

「移住・定住促進対策について」
 UJIターン支援サイトを設け、「知りたい」「見たい」「働きたい」「住みたい」の移住につな
がる４つのレシピにより、積極的に情報発信を行うとともに、移住希望者市内案内業務、定住促
進住宅情報バンク、移住希望者就業支援事業等を実施している。

防災 5 山口県 周南市 144,430

「防災情報収集伝達システム整備事業」
　安全性・速報性・正確性・一斉性等を備えた、周南市独自防災情報収集伝達システムであり、
提供型として、防災行政無線（同報系）・コミュニティＦＭ放送、双方向型としてＭＣＡ無線・
簡易無線、全市ネットワーク型として無線ＬＡＮ・河川監視カメラ等のシステムがある。

防災 6 岡山県 瀬戸内市 55,822

「自主防災活動促進事業」
　防災意識の高揚、自主防災組織の結成及び活動活性化のほか、防災リーダーを育成し、地域防
災力の強化を図る。
　平成２３年度から地域単位で災害図上訓練ＤＩＧを活用した研修会を実施している。また、研
修を通じて、防災訓練やイベントなど地域の特色を活かした活動を協働で開催している。

２７年版施策集

教育 7 山口県 光市 51,533

「特色ある学校給食センターの運営について」
　児童・生徒に安全・安心な学校給食、栄養バランス・多様性に配慮した学校給食を提供すると
ともに、食育を推進する。
　全国初の自家製造のパンの提供により、子どもたちは焼き立てのパンを食べることができる。
　調理器具も、煮る、炒める、揚げる、蒸す、焼く、和えると選択肢を増やし、バラエティに富
んだ給食が提供されている。

２７年版施策集
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教育 8 福岡県 北九州市 957,879

「スクールサポートスタッフ（ＳＳＳ）について」
　授業の準備に忙しい小学校教師の事務作業を手伝う「スクールサポートスタッフ（ＳＳＳ）」
を平成３０年度から採用している。４０校に１人ずつ配置され、プリントの印刷や配付物の仕分
けを担当する。配置校では教員の在校時間が減るなど、効果を上げはじめている。
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